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MVNO事業者としての取り組み

2010年7月30日、スマートフォン向けSIM製品を提供開始（データ通信および音声通話サービスに対応）。
携帯電話不正利用防止法における本人確認や、警察機関からの要請に基づく利用停止措置など、適正な利用環

境を保つための取り組みを実施。

携帯電話不正利用防止法に基づく対応

➀サービス申込受付時の本人確認
契約締結時の本人確認義務等（法第四条）

➁疑わしい回線の停止措置
契約者確認（法第九条）
携帯音声通信役務等の拒否（法第十一条）

など
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2023年1月5日より、マイナンバーカードによる
公的個人認証を用いた本人確認の運用開始





携帯電話不正利用防止法に基づく本人確認について

区分 画像アップロード 電子署名・電子証明書を用いる方法
概要 運転免許証等の本人確認書類の画像を

アップロードする従来の本人確認方法
マイナンバーカードによる公的個
人認証を用いる本人確認方法

電子署名法上に基づく認定を
取得した電子証明書を用いる
本人確認方法

根拠規定
（携帯電話不正
利用防止法施行
規則）

第三条第1項第一号へ 第三条第1項第一号チ※
（電子署名等に係る地方公共団体情
報システム機構の認証業務に関する法
律第三条第一項に規定する署名用電
子証明書を受信する方法）

第三条第1項第一号チ
（電子署名法第八条に規定する認定
認証事業者が作成した電子証明書を
受信する方法）

対応開始時期 2010年7月10日~ 2023年1月5日~ 開発中

本人確認方法
（利用者操作・事業者
側対応など）

端末（ブラウザ画面） 日本通信アプリ めぶくID

• 利用者情報の入力（氏名、住所、etc.）
• 画像アップロード操作
• 事業者側本人確認（入力情報不備有無、券

面事項と入力情報との整合、偽造判断etc.）

• 券面事項の自動読取
※1 画像情報含む
※2 氏名フリガナ、郵便番号、連
絡先電話番号については利用者
が入力

• 公的個人認証システムによる自動
本人確認

• 電子証明書記載事項の自動読取
• 電子署名検証システムによる自動

本人確認
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（次頁に参考情報記載）

※施行規則第一条第1項第五号にて、自然人に関しては、電子署名法の認定証明書またはマイナンバーカードに格納されている署名用電子証明書を用いる旨が規定されている。

















利用環境の更なる適正化に向けて：法人の本人確認における電子署名活用

高い期待効果を持つ電子署名・電子証明書の活用について、法人の領域にも拡大していただきたい。

本人確認
の対象

自然人
（法第三条第1項第一号）

法人
（法第三条第1項第二号）

法人担当者
（法第三条第2項）

本人確認
の方法

（施行規則第3条第1項）

一 自然人（法第三条第三項の規定
により相手方とみなされる自然人を含
む。） 次に掲げる方法のいずれか

イ
ロ
ハ
・
・
・
ト

チ 電子署名が行われた情報の送信を
受けて役務提供契約を締結する場合は、
当該電子署名に係る電子証明書を、当
該自然人から受信する方法

（施行規則第3条第1項）

二 法人 次に掲げる方法のいずれか

イ
ロ
ハ

ニ 電子署名が行われた情報の送信を
受けて役務提供契約を締結する場合は、
当該電子署名に係る電子証明書を、当
該法人の代表者等から受信する方法

（施行規則第4条）

法第三条第二項の規定による代表者等
の本人確認の方法は、次に掲げるいずれ
かの方法とする。

一
二
三
四
五
六
七

※「電子署名が行われた～」の規定は特
に存在しない。

「法」：携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律
「施行規則」：同施行規則
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（記載省略） （記載省略） （記載省略）

現行の本人確認方法に関する規定



適切な電子証明書・電子署名の活用

携帯電話サービスの
犯罪利用の抑止 利用者利便性の向上 高いコスト削減効果

電子署名・電子証明書情報の偽
造は困難

高い本人性を担保するため、追跡
も容易

申込操作の簡便化（情報自動登
録、画像アップロード不要）

事業者側オペレーション工数削減
による、サービス提供までの時間短
縮化

携帯電話不正利用防止法に基づ
く業務に関する対応工数・対応時
間の大幅な削減
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